



















































年度の 5，601件から 3年後の 1958年度には26，892件と急増した後， 1966年度の



























































































2) 前掲書 606 -607頁









































は， 制度発足以降最大の 37，505件を数えた。また， 民生委員の自立更正指導におけ
る世帯更正資金の活用率も高まり，その比率は 1960年に 46%であったものが，この


































































































A市B区は， A市の北西部に位置し， 1999年4月 1日現在の推計では，人口が






生活保護率は 1999年4月の時点で， 13.5パ一ミリ (A市の 1999年度の生活保護
率は 19.7パ一ミリである)で，世帯類型別受給状況は，高齢世帯が45.9%(A市平
均44.8%)，母子世帯が 18.3%(同 13.4%)，傷病，障害世帯が27.8%(同 17%)，そ
の他世帯が8.0% (同7.8%) の構成比をなしている。保護の受給期間は， 10年以上
が30.4%，5年-10年未満が21.3%，5年未満が48.3%である。
また，事業概要によると，生活保護相談件数は 1995年度が902件(内，申請件数
が310件)， 1996年度が971件(内，申請件数が387件)， 1997年度が 1，001件(内，
申請件数が305件)， 1998年度が 1，221件(内， 申請件数が358件)となっている。
また，医療扶助率はB区平均で69.6%である。









































































4. A 市 B 区における 1995 年~ 1999年の各年度の相談件数と貸付件数
各年度の借受相談の内，実際に貸付がなされたものの比率は， 1995年度で 37.5%，
1996年度で 33.3%，1997年度で 16.7%，1998年度で 28.6%，1999年度で40%で
あった。 1995年度から 1999年度を平均すると 31.2%である。
表 A市B区における 1995年-1999年の各年度の
相談件数と貸付件数













生活保護基準以下 15件 46.9% 
生活保護基準の1.8倍以内 11件 43.8% 
































































6. 生活保護歴の有無(1995 年度~ 1999年度の借受相談件数 32件中)
生活保護歴あり 4件 12.5% 














7. 借受相談の転帰(1995 年度~ 1999年度の借受件数32件中)
貸付となったもの 10件 31.3% 
再来所なし 10件 31.1% 
生活保護相談を紹介されたもの 7件 21.9% 
生活保護法以外の他法・他施策の利用を紹介されたもの 4件 12.5% 














































事例8 本人 49歳無職 障害基礎年金月額約65，000円


















































































































































の申立てがなされたケースは 47社会福祉協議会中44社協 (93.6%)あり， このう



















































17) 前掲書 6ー 7頁
286 悌教大学総合研究所紀要第8号
しかし，生活福祉資金が現実には「原資不足」を理由に十分な広報活動も行われて
ない中，社会福祉基礎構造改革の名のもと，低所得者問題に対するコミットメントを
弱めるとしたら，低所得者層は，結局は「私的な」貸付である無担保・無保証人をう
たう消費者向無担保金融業に頼らざるを得なくなるだろう。
おわりに一一まとめにかえて一一
公的扶助の中核をなすのは生活保護法であり，生活福祉資金貸付制度は生活保護の
適用となることを防ぐための制度として発足した。しかしながら，筆者の調査した借
受相談者の生活実態はすでに要保護状態となっていたものの多さを示している。と同
時に，実施主体が異なることから生じる，生活保護法と生活福祉資金制度のリンキン
グの弱さが要保護状態の放置を生んでいる。したがって，この制度の創設母体であっ
た民生委員と福祉事務所との関係については，借受相談者が要保護世帯であった場合
の，福祉事務所に対する民生委員及び社会福祉協議会の役割を明確にすべきであろう。
しかしながら，現実には，民生委員の本制度における役割が，借受人や保証人にま
で及ぶ調査や貸付金の償還指導に重点がおかれているように，利用者にとっては抑制
的ともいえる役割を果している。この点については， r名誉職」から「ヴォランティ
アJとなった今，民生委員の職務規定も当然見直されるべきであり，地域住民の一員
として，福祉サービスである相談援助活動に専念できるようにする等の方向で検討す
る必要があるだろう。
さらに，生、活福祉資金制度の保証人についても借受相談者の実態に即して保証人が
立てられない場合の柔軟な方策を検討すべきである。「あり方について」に提起され
ているような利用者負担に基づく福祉貸付保証制度であれば，保証人を得やすくする
ためというより，実施主体である社会福祉協議会に対する「償還金の回収」をより強
固に保証するためのものと言わざるを得ない。
また，今後の生活福祉貸付制度について， rあり方について」では，地域福祉事業
のための貸付資金としての制度改編を視野に入れている。しかし借受相談者の生活実
態をかんがみると，生活福祉資金貸付制度の本来の趣旨を逸脱すべきものではない。
低所得者が利用しやすく，かっ，借受相談者について要保護状態であると認められた
ときは，生活福祉資金貸付制度の実施主体である社会福祉協議会が生活保護法の実施
主体である福祉事務所に連絡・通報し，その結果を社会福祉協議会にフィードパック
することを制度的に保障されたものとする必要があるだろう。
